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米国商品先物取引委員会に対する取引情報等の報告に係る 

金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書の取扱いの一部改正について 

 

Ⅰ．改正趣旨 

現在、当社は、当社の金利スワップ取引清算業務に関し、米国商品取引法（Ｃｏｍｍｏｄ

ｉｔｙ Ｅｘｃｈａｎｇｅ Ａｃｔ）に基づく当社のデリバティブ清算機関（Ｄｅｒｉｖａ

ｔｉｖｅ Ｃｌｅａｒｉｎｇ Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ（ＤＣＯ））の登録手続きを進めて

おり、米国商品取引法に基づく当社のＤＣＯ登録義務及び清算参加者が当社で清算する取引

に係る米国商品取引法上の義務について、ノーアクションレターを取得している。当該ノー

アクションレターにおいて、清算参加者が、ＣＦＴＣの規制に基づいて、ＣＦＴＣに登録し

ているＳｗａｐ Ｄａｔａ Ｒｅｐｏｓｉｔｏｒｙ（ＳＤＲ）に報告を行った取引を当社で

清算した場合、当社は当該清算された取引について、本年４月１日以降、ＣＦＴＣの規制に

基づいてＳＤＲに対して報告を行うことが求められていることから、金利スワップ取引清算

業務に関する業務方法書の取扱いについて、別紙のとおり所要の制度改正を行う。 

 
記 

 
Ⅱ．改正概要 

○取引情報等の報告 

・当社は、ＣＦＴＣの規制に基づき、自己取引口座及び委託取引

口座ごとの清算約定等について、米国商品先物取引委員会に対

し、当社営業日ごとに報告を行う。 

・当社は、ＣＦＴＣの規制に基づき、清算約定の想定元本その他

経済条件に係る情報等について、ＳＤＲに対し、当社営業日ご

とに報告を行う。 

（備  考） 

 

・ 金利スワップ取引清算業

務に関する業務方法書の

取扱い第４７条の４ 

 

 

 

Ⅲ．施行日 

平成２６年４月１日から施行する。 
 

以 上 
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金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書の取扱いの一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（清算約定の内容等の報告）  

第４７条の４ 当社は、ＣＦＴＣ Ｒｅｇｕｌａｔ

ｉｏｎ Ｐａｒｔ ３９．１９ （ｃ）（１）の規

定に基づき、自己取引口座及び委託取引口座ご

との清算約定、その想定元本に係る情報、当初

証拠金所要額、当初証拠金預託額、変動証拠金

所要額及び決済金額について、米国商品先物取

引委員会に対し当社営業日ごとに報告を行うも

のとする。 

（新設） 

２ 当社は、ＣＦＴＣ Ｒｅｇｕｌａｔｉｏｎ Ｐ

ａｒｔ ４５に基づき、清算約定について、その

当事者（清算約定（委託分）にあっては、当該

清算約定（委託分）に係る清算委託取引の当事

者である清算委託者。）及び想定元本その他の

経済条件に係る情報のうち該当するものについ

て、Ｓｗａｐ Ｄａｔａ Ｒｅｐｏｓｉｔｏｒｙ

（Ｃｏｍｍｏｄｉｔｙ Ｅｘｃｈａｎｇｅ Ａｃ

ｔ Ｓｅｃｔｉｏｎ １ａ（４８）に規定されて

いる者をいう。）に対し当社営業日ごとに報告

を行うものとする。 

 

  

  

 

 

付  則 

 この改正規定は、平成２６年４月１日から施行

する。 

 

 

 


